
札幌市／公益財団法人日本オリンピック委員会

北海道・札幌2030招致について

第１回北海道・札幌2030オリンピック・パラリンピック

プロモーション委員会
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新たな招致プロセスについて



開催地決定プロセス
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Sports Affairs Bureau, City Of Sapporo

■ 開催地選定時期の改正、大会招致プロセスの変更

 原則７年前とする開催地選定時期の規定を削除（2019年6月IOC総会で決定）

 複数の立候補都市を対象とした投票方式から、個別協議方式に変更

 IOCの「将来開催地委員会」との２段階の対話プロセスを経たのち、

IOC総会で開催地が決定

IOC総会「継続的な対話」

正式決定
（時期未定）

IOC理事会承認

現在の札幌市

「狙いを定めた対話」

・IOCからの質問状への回答

・開催地契約の内容協議

・各種保証書の提出など

IOC理事会承認
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2030北海道・札幌オリンピック・パラリンピック

冬季競技大会概要（案）について



大会概要（案）について①
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2030年オリンピック・パラリンピックは

市民、企業、行政の力を結集する「まちづくりのプロジェクト」

■ 2030年 冬季オリンピック・パラリンピック大会

❄人口減少・高齢化社会への対応（200万人 ⇒ 155万人）

❄健康寿命の延伸

❄共生社会の実現

❄ゼロカーボン都市へ

次の１００年も持続可能なまちをつくるため、

大会の準備を含めた取組を通じて必要な取組を加速

■ 1972年 冬季オリンピック大会

❄人口急増社会 ～ 100万人 ⇒ 200万人

❄交通渋滞 ～ 大量輸送手段（地下鉄開業）



■ 大会ビジョン

❄持続可能な札幌のまち

❄持続可能な地球環境 を実現

❄持続可能なオリンピック・パラリンピック

6

目指すまちの姿（ターゲット）の構築と

大会によりもたらされるもの（レガシー）を明確化

大会概要（案）について②

札幌らしい持続可能なオリンピック・パラリンピック

～人と地球と未来にやさしい大会で新たなレガシーを～
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スポーツによる
健康で活力ある社会

世界に躍進する魅力
あふれるまちづくり

全ての人にやさしい
共生社会の実現

次世代が豊かな自然を
享受できるまち

バリアフリー
促進

スノーリゾート
地位確立

ゼロカーボンシティ
実現への貢献

ジュニア選手
発掘・育成

大会概要（案）について③

スポーツ・健康

経済・まちづくり

社 会

環 境



■ 第２次札幌市まちづくり戦略ビジョン（※現在策定中）

 次の新たな１００年の礎となる今後１０年間（2022年～2031年）のまちづ
くりの基本的な指針
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札幌市まちづくり戦略ビジョンについて①

 札幌市の計画体系で最上位に位置するもの

 様々な分野の個別計画はこれに沿って策定

 ビジョン編：今年（2022年）秋頃策定予定

・目指すべき都市像

・まちづくりの重要概念

・各分野の基本目標

 戦略編 ：来年（2023年）秋頃策定予定

・基本目標の達成に向けて取り組む施策

＜目指すべき都市像（案）＞

「ひと」「ゆき」「みどり」の織りなす

輝きが、豊かな暮らしと新たな価値を

創る、持続可能な世界都市・さっぽろ

ユニバーサル
（共生）

スマート
（快適・先端）

まちづくりの重要概念

ウェルネス
（健康）



■ 今後のまちづくりとオリ・パラのレガシー

 第2次戦略ビジョンの重要概念とオリ・パラのレガシーが密接にリンク

スマート
（快適・先端）

ウェルネス
（健康）

ユニバーサル
（共生）

経済・
まちづくり

社 会 環 境
スポーツ・

健康

戦略
ビジョン

オリ･パラ
レガシー

心のバリアフリー
の浸透

建築物、
宿泊施設等の

バリアフリー化

スポーツを身近で
楽しむ環境の充実

生涯学習・学び直し
の環境の充実

「スマートシティ」の
取り組みの浸透

ZEB・ZEHの普及や
再エネ・水素エネルギーの活用

スノーリゾートとしての
地位の確立

ま
ち
の
姿
（
一
例
）

具体的な取組や到達目標などを市民ワークショップ等で議論、目標を共有

×
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札幌市まちづくり戦略ビジョンについて②
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意向調査の集計結果について
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郵送調査 インターネット調査 街頭調査

調査期間
3月2日（水）
～11日（金）

3月7日（月）
～14日（月）

3月2日（水）
～13日（日）

回答者数
（全体）

札幌市民
5,775人

札幌市民・北海道民
5,540人

映画館に来場した
札幌市民含む北海道民

2,549人

賛成 26.3%

52.2%

25.9%

56.5%

40.4%

65.5%どちらかと
いえば賛成

25.9% 30.6% 25.1%

わからない 9.1% 17.3% 8.2%

どちらかと
いえば反対

16.6%
38.2%

12.8%
26.2%

12.3%
26.2%

反対 21.6% 13.4% 13.9%

３つの手法全てにおいて賛成が過半数を超える

意向調査について①



対象者全体 (N=5,776)

1 賛成

26.3%

2 どちらかといえば

賛成

25.9%

3 わからない

9.1%

4 どちらかといえば

反対

16.6%

5 反対

21.6%

無効

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

年代を問わず、一定程度反対の声が存在

意向調査について②
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 市民との対話を継続し、不安や懸念を払拭するための取組を推進

18～19 歳

20～29 歳

30～39 歳

40～49 歳

50～59 歳

60～69 歳

70～74 歳

75歳 以上

無効

(N=1,090)

(N=1,107)

(N=668)

(N=87)

(N=387)

(N=613)

(N=973)

(N=25)

(N=825)

25.3%

28.4%

24.1%

28.7%

24.2%

24.3%

26.3%

29.9%

12.0%

34.5%

26.6%

26.6%

23.7%

25.2%

26.9%

25.9%

27.0%

8.0%

9.2%

12.1%

7.5%

8.8%

9.7%

8.9%

7.8%

9.6%

8.0%

14.9%

15.5%

17.0%

16.1%

17.5%

17.3%

15.6%

16.1%

20.0%

16.1%

17.3%

24.6%

22.6%

23.1%

22.1%

24.3%

15.9%

28.0%

0.0%

0.0%

0.2%

0.0%

0.2%

0.4%

0.1%

1.5%

24.0%

凡例

対象者全体 (N=5,775)

1 賛成

26.3%

2 どちらかといえば

賛成

25.9%

3 わからない

9.1%

4 どちらかといえば

反対

16.6%

5 反対

21.6%

無回答・無効

0.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

他の年代と比べて、若年層からの高い支持

例）郵送調査
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北海道・札幌2030オリンピック・パラリンピック

プロモーション委員会について



 組織形態

・札幌市とJOCが立ち上げるオールジャパンによる会議体組織

 主な活動内容

・定期的な会合を通じて、札幌市・JOCの理解促進や機運醸成

活動に対し、さまざまな立場からご意見やご協力をいただく。

北海道・札幌2030プロモーション委員会

大会の開催意義や価値を伝え、多くの理解と共感を得ながら、

大会の開催が日本全体に利益をもたらすよう、オールジャパンで招致を推進
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■ プロモーション委員会の目的・ねらい



■ 第１期：設立～年内（「狙いを定めた対話」移行を見据えて）
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委員会での協議内容①

① 「日本国内及び世界に向けた開催意義」の議論・取りまとめ

検討の切り口（例）

環

境

共
生
社
会

・クライメートポジティブな大会の実現

・スポーツ大会を通じたゼロカーボンの取組の発信

・雪を通じた気候変動対策の必要性の訴え

・あらゆる人にやさしいまちの実現

・パラスポーツを通じた共生社会の必要性の発信

・ジェンダー平等など多様性の許容

・オリンピック・パラリンピック教育

・コロナ禍からの経済復興

・世界平和の発信

経
済
・
教
育

「
日
本
国
内
・
世
界
に
向
け
た

開
催
意
義
」
の
取
り
ま
と
め
・
公
表

・将来開催地質問状

「大会ビジョン」に反映

・招致意義の理解促進、

招致機運の醸成に反映

⇒開催意義の

メッセージ化など

札幌市・ JOC



■ 第１期：設立～年内（「狙いを定めた対話」移行を見据えて）

16

委員会での協議内容②

自治体や経済界等の関係団体が、

ロゴ・冠称・広報PRツール（ポスター・動画など）を活用した

招致応援・PRを担い、各所で展開していただくことにより、

関係者が一体となって招致機運の醸成を推進

② 各委員の人脈・ネットワークを活用した国内機運醸成の推進

≪ 招致応援プログラム ≫

・ 北海道・札幌2030オリンピック・パラリンピック招致応援（プログラム）

・ 北海道・札幌2030大会招致応援（プログラム）

・ オリンピック・パラリンピック招致応援（プログラム）

＜ロゴ＞

＜冠称＞

＜ポスター＞



■ 第２期：2023年１月～開催地決定
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委員会での協議内容③

① 世界への開催意義の発信に関する議論

【第１期】

「日本国内・世界に

向けた開催意義」の

取りまとめ・公表

「世界に向けた開催意義」の

発信等について議論

※「狙いを定めた対話」移行後にIOCから

示される活動（国際会議等での発信の機会等）

に応じて協議内容を検討

※国民に対する開催意義の継続的な議論も検討

世界への発信に反映

（IOC総会、国際会議等での

プレゼンテーションなど）

札幌市・ JOC



■ 第２期：2023年１月～開催地決定
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委員会での協議内容④

招致応援プログラムの内容拡充

・「狙いを定めた対話」移行に合わせ、開催年を加えたロゴとピンバッジの制作

・メッセージを国内外に訴求するポスター・動画等の制作・活用

＜ロゴ2030 ver.＞（※デザイン調整中）

② 招致応援プログラムの本格展開と各委員による世界に向けた発信



■ 取組のロードマップ
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委員会での協議内容⑤

プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
委
員
会
設
立

大会概要（案）のビジョン等を切り口に、

アスリートや有識者から提言をいただきながら、

「日本国内及び世界に向けた開催意義」の議論・取りまとめ

第２回

例）環 境

共生社会

第３回

例）経 済

教 育

第４回・第５回

「日本国内・世界に向けた開催意義」

の取りまとめ案の議論

【第１期】「日本国内及び世界に向けた開催意義」の議論・取りまとめ
／国内機運醸成の推進

ロゴ・冠称・広報PRツール（ポスター・動画等）

⇒各委員の人脈・ネットワークを活用した国内機運醸成の推進

５月 ６～10月頃 12月

招致応援

プログラム

招致機運醸成サイト等の構築（ホームページ・SNS）、

メディアPR事業の実施（各メディアでの招致関連番組など）

札幌市

JOC



■ 取組のロードマップ
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委員会での協議内容⑥

【第２期】世界への開催意義の発信に関する議論

2023年１月 開催地決定

「世界に向けた開催意義」の発信について議論

IOC総会、国際会議等での

プレゼンテーションなどに反映

プロモーション委員会の議論を踏まえたメッセージの発信。

関係団体の一層の協力を得て、本格的な機運醸成と共感獲得。

⇒オールジャパンによる国民的運動へ

招致機運醸成サイト等の構築（ホームページ・SNS）、

メディアPR事業の実施（各メディアでの招致関連番組など）

札幌市

JOC

招致応援
プログラム

札幌市
JOC


